
（別紙） 

６ 主な事業に関する調べ 

事業名 学びの改革推進総合プロジェクト 

施策の実施状況、成果・進捗状況・問題点等 

（単位：千円） 

 

１ 主な事業の実施状況 

(１)学力向上検討会議 

・外部有識者を招聘の上、検討会議を２回開催し、教育データを基に今後の教育施策について協議し

た。（R6.9.24：学力向上検討会議（英語）、R7.2.17：学力向上検討会議） 
 

(２)教育データ活用事業 

・児童生徒一人一人の学力の伸びを測る指標となる県独自の「とっとり学力・学習状況調査」を１４市

町村１５８校で実施し、子どもの実態にあわせた学習指導の充実や校内指導体制の強化を図った。 

・とっとり学力・学習状況調査を学校経営に生かす管理職対象の学校マネジメント研修を開催した。 

・県内全公立中学校、義務教育学校後期課程及び希望する県立特別支援学校、国立及び私立中学校等の

１、２年生を対象に２技能型英検ＩＢＡを、県内全公立中学３年生及び義務教育学校９年生を対象に

４技能型英検ＩＢＡを実施するとともに、希望する公立小学校の６年生を対象に英検ＥＳＧを実施し

た。 

＜令和６年度 実施校数及び受験者数＞ 

（２技能型英検ＩＢＡ） 

中学１年生及び義務教育学校７年生 ５７校 ４，１５３人 

中学２年生及び義務教育学校８年生 ６１校 ３，９２７人 

（４技能型英検ＩＢＡ） 

中学３年生及び義務教育学校９年生 ５８校 リーディング・リスニング  ４，００２人   

ライティング・スピーキング ４，０１０人 

（英検ＥＳＧ） 

小学６年生             ９校    ２１３人 
 

(３)指導力等向上事業  

・子どもが伸びる授業づくりプロジェクト（小学校国語・算数） 

小学校国語及び算数において、県内からそれぞれ５校・３校を授業改善に取り組む重点校として

指定し、全国学力・学習状況調査の作問等に関わっている大学教授や調査官を招聘した授業研究

会、研修会を実施した。 

・学力向上研修（小学校国語・算数、中学校国語・数学） 

全国学力・学習状況調査の問題を活用し、育成を目指す資質・能力を子どもたちが身に付けるた

めの授業づくりについて理解を深めるための研修会を実施した。 

・中学校定期考査研修会（国語・数学・英語） 

定期考査を知識・技能を問う問題から、知識を活用して課題解決を行う力を問う問題に変える意

義やその方法を学ぶ研修会を実施した。 

・教育研究団体支援 

 中学校教育研究団体と連携し、全国学力・学習状況調査の作問等に関わっている教科調査官等を

講師として招聘し、「今、求められる資質・能力」について解説する教職員対象の授業研究会や研修

会を実施した。 

・英語教育推進フォーラム 

全ての学校種の英語担当教師等を対象に、外部有識者による講演や県内小・中・高等学校のエキ

スパート教員による実践発表を行う標記フォーラムを実施した。 
 
 

当初予算額 補正等予算額 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 

118,122   
（２月）▲12,570 

（流用）▲176 
（所管換配当）▲27,896 

77,480 76,219 0 1,261 



 

・小学校英語専科加配教員等研修会 

小学校英語専科加配教員等を対象に、外部講師を招聘した研修会を実施した。 
 

(４)個別最適化に係る教育ＤＸ推進事業 

・小・中・義務教育学校の全生徒を対象に、e ラーニング教材を活用する１４自治体を支援した。 

・小・中・義務教育学校の全生徒を対象に、オンライン英会話レッスン及びＡＩ型英会話を活用する６

自治体を支援した。 

・小学校３～６年生児童及び保護者（３、４年生）を対象に、外国人講師と英語に触れるイベント「小

学生のための１ＤＡＹイングリッシュ」を、夏季休業中に県内３カ所で６日間にわたって開催した。 

 参加者数：１２４名 
 

(５)ＡＬＴ等を活用した英語によるコミュニケーション能力向上事業 

・県立高等学校２１校にＡＬＴを２７名配置した。また、配置されていない１１校においては、配置校

のＡＬＴが週１、２回程度定期的に訪問して授業を行った。 

 

２ 事業の成果（改善状況）・課題等 

(１)成果・状況 

・学力向上については、とっとり学力・学習状況調査を、希望する１４市町村の小学４年生から中学３

年生を対象に実施した。実施した市町村児童生徒の伸びを見ることができ、成果の出ている学校や調

査結果を活用している学校に取組等を聞き取り、好事例として報告書にまとめ、全県に周知した。ま

た、「今、求められる資質・能力」を育成するための研修会等を実施したことで、学校における授業

改善が見られるようになってきており、特に全国学力・学習調査の小学校国語科では、「思考・判

断・表現」を問う問題、「記述問題」の正答率が年々向上している。 

・生徒の英語力については、文部科学省が例年実施している英語教育実施状況調査において、国の示す

指標〔ＣＥＦＲ Ａ１レベル相当（英検３級など）以上〕を達成する３年生の生徒の割合は、令和６

年度調査では、５２．５％（昨年度比１．５ポイント増加）と、全国平均と同程度であったが、２年

連続で５割を超え、経年でも着実に増加している。外部試験（英検ＩＢＡ）を実施したことにより、

外部指標を基にした生徒の英語力の把握が可能になったことや、学校訪問や各種研修会の実施等によ

り、県内全域で授業改善が図られ、生徒の英語力が向上しつつあると考えられる。 
 

(２)課題 

・学力向上については、とっとり学力・学習状況調査の結果等の教育データの効果的な活用を進め、さ

らなる好事例を創出し、周知する必要がある。また、引き続き、研修動画を活用したり、研修会を実

施したりする等、「今、求められる資質・能力」（活用力・応用力）を育成する授業づくりの推進を図

る必要がある。 

・生徒の英語力向上については、外部試験結果を活用した授業改善を推進するため、令和６年度に作成

した経年での英語力の伸び等が可視化できる「英検ＩＢＡ結果活用シート（学校用、生徒用）」の活

用を進め、学校訪問等で実際のシートを示したり、分析説明会を行ったりすることで、活用方法につ

いて具体的に周知を図る必要がある。 

 

（流用増減）教育職員免許事務費、外国人児童生徒等への日本語指導等支援事業、エキスパート教員認定

事業へ流用 

（配当替）高等学校課、教育総務課で執行 
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事業名 県立まなびの森学園運営管理費 

施策の実施状況、成果・進捗状況・問題点等 

（単位：千円） 

 

１ 主な事業の実施状況 

(１)学校運営費 

令和６年４月１２日に本県で初の県立夜間中学校「鳥取県立まなびの森学園」を開校した。 

（開校式・入学式） 

・令和６年４月１２日、鳥取県教育センター大研修室で知事、県議会議員、教育長、教育委員、市

町村教育委員会教育長や地域の代表者の方々の出席のもと、開校式及び入学式を実施した。 

・開校式では校章デザイン者、校歌制作者らも出席し、感謝状の贈呈等を実施した。 

・入学式では学校長式辞、新入生代表挨拶の他、校歌制作者とともに参加者全員で校歌を斉唱する

など心温まる式となった。 

（入学生徒） 

・１０名の生徒が入学。 

第１学年：７名（１０代２名、３０代２名、４０代１名、５０代１名、６０代１名） 

第２学年：１名（１０代１名） 第３学年：２名（１０代２名） 
 

(２)「まなび」充実費 

「いろとりどり〔色鳥取〕に、ともに自分らしく学ぶ」を学校のコンセプトに掲げ、「３つのよろこ

び『学ぶ』『つながる』『社会の中で生きる』」に沿って年間行事を実施し、生徒の成長の機会を創出し

た。 

・鳥取で活躍する講師や多様性に関する専門性を持った外部講師を招いての授業 

・ナイトミュージアム移動教室（県立博物館） 

・職場体験学習、テーブルマナー講習、ユニバーサルスポーツ大会 など 
 

(３)指導充実費 

県外の先進校訪問（福岡市立福岡きぼう中学校、徳島県立しらさぎ学園、姫路市立あかつき中学校）

を行ったほか、全国夜間中学研究大会等を通じて県外の事例の収集、研究を進めた。 
 

(４)魅力情報発信費 

ＳＮＳでの広報、新聞への広報記事掲載等、まなびの森学園の情報を積極的に発信し、夜間中学の意

義や理解の促進や入学者の確保につなげた。 

 

２ 事業の成果（改善状況）・課題等 

(１)成果・状況 

・令和７年１月に実施した学校評価アンケートでは、回答した全員が「学校生活は全体的に満足でき

る」と肯定的に回答しており、生徒それぞれが様々な課題を抱えながらも、自らのペースで学びに向

かい、楽しみながら学校生活を送っている。 

・令和７年３月には２名が卒業し、進学等、将来の夢に向かって歩き出している。また、令和７年度の

入学希望者も複数名おり、十分な教育を受けられないまま中学校を卒業した人などへの学びの機会の

提供に寄与している。 
 

(２)課題 

・様々な背景を持つ生徒が通っているため、生徒たちの学習進度に差がる他、毎日学校に通える生徒は

約半数である。効果的な支援方法の検討、校内外の教育資源の活用、関係機関等と連携等により、今

後も教育活動の充実に努めていく必要がある。 

・まなびの森学園の存在や取組についての周知は今後も必要であり、広報活動を継続していく必要があ

る。 
 

（不用額の理由）開校初年度であり、運営に必要な額を複数年で精査していく過程途中である 
 

当初予算額 補正等予算額 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 

16,027     16,027 10,015 0 6,012 
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